
【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分

番号 1201
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

公有水面埋立地における用途変更、権利
の移転・設定の許可手続きの運用改善、
大臣協議の処理期間の短縮

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

特区制度の趣旨・目的に沿うような用途
変更、権利の移転・設定であって、埋立
地の利権化及び乱開発を目的とするもの
でないこと並びに環境保全上著しく影響
を及ぼすものではないこと。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 用途変更、権利の移転・設定の許可手続
きの緩和による公有水面埋立地の利用の
促進事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 通知
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

－

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

　公有水面埋立法第２９条第２項及び第
２７条第２項の許可基準の一つである
「已むことを得ざる事由あること」につ
いては、これまで、用途変更の場合に
は、「埋立を行った者自らの原因ではな
く、社会・経済状況の変化による外部的
要因による場合」、権利の移転・設定の
場合には、「会社の経営不振により継続
的な土地利用が困難と認められる場合」
等に限定するなど、極めて厳格に運用し
ている。
　また、大臣協議の処理期間について
は、受理から通知まで約１月を要してい
る。

特例措置の内容 環境保全上著しく影響を及ぼすものでな
いもの並びに埋立地の利権化及び乱開発
を目的とするものでないものなど他の許
可基準に該当し、早期に埋立地の有効利
用を行うことにより臨海部の活性化を図
る場合には、「已むことを得ざる事由あ
ること」に該当することとする。
　また、大臣協議の処理期間について
は、受理から通知まで２週間（土日祝祭
日を除く。）とする。

・今回の修正文であきらかにされたよう
に「他の許可基準に該当」することにつ
いては、法第27条及び第29条に基づく特
例であることから明らかに求められるこ
とであり、殊更に記述する必要はないの
ではないか。また、この場合、「早期に
埋立地の有効利用を行うことにより臨海
部の活性化を図る場合」に該当するか否
かのみが判断されることとなるが、この
判断は地方公共団体に委ねられることと
解してよいか。
・上記を踏まえると、特例措置の内容
は、「地方公共団体が早期に埋立地の有
効利用を行うことにより臨海部の活性化
の必要があると認めて、構造改革特別区
域計画を申請し、認定された場合には、
公有水面埋立法第27条第２項及び第29条
第２項の許可の基準において、「已むこ
とを得ざる事由あること」に該当するこ
ととする。」というものでよいか。

実施主体 用途変更については、埋立地の所有権を
取得した者、権利の移転・設定について
は、埋立地の権利の移転・設定の当事者

(その他の内容の整理をまって調整)
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想定対象地域 当該地域内における竣功認可の告示後１
０年以内の埋立地において、埋立地の有
効利用によって、臨海部の活性化を促進
する必要がある地域

同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

特になし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

特になし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分

番号 1202
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

公有水面埋立地における用途変更が可能
な用途の通知による明確化

特例措置を講じ
るに当たっての

－

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 用途変更が可能な用途の明確化による公
有水面埋立地の利用の促進事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 通知
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

公有水面埋立法の一部改正について(昭和
４９年６月１４日港管第１５８０号、河
政発第５７号)

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

　埋立地の用途は、埋立てによって造成
される土地の利用を特定したものであ
り、免許にあたり、埋立ての必要性を判
断するうえで最も重要な事項の一つであ
ることから、なるべく具体的に特定する
必要がある。このため、埋立地の用途に
ついては港湾計画の土地利用区分より詳
細な区分を行い、工業用途については、
総務省日本標準産業分類の大分類又は中
分類により定めている。

特例措置の内容 特区内において、現在の産業分類にない
新しい産業が立地してくることも考えら
れ、埋立地の用途については、従来の用
途区分では特定が困難な利用形態や複合
的な土地利用に対応する用途として、例
えばリサイクル産業が立地できるような
用途を示すこととする。

・貴省の回答では、「リサイクル産業以
外の要望が地方公共団体からなかったた
め、その他のものは特に例示しない」と
あるが、「従来の用途区分では特定が困
難な利用形態や複合的な土地利用に対応
する用途」に該当するものは貴省ではリ
サイクル産業に対応するもの以外に全く
想定できないということか。地方公共団
体からの要望がなくても、想定されるも
のがあれば、明示すべきではないか。

実施主体 埋立地の所有権を取得した者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 当該地域内における竣功認可の告示後１

０年以内の埋立地において、埋立地の有
効利用によって、臨海部の活性化を促進
する必要がある地域

同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

特になし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

特になし
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１．プログラム別表１の該当部分

番号 1203
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

行政財産である港湾施設の民間への貸付
け可能化

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

構造改革特区地域内の重要港湾におい
て、特定の公共埠頭の一体的・効率的な
運営事業を行おうとする民間事業者が、
事業計画を作成し、公共性を担保するた
めの手続を経た上で、港湾管理者が当該
事業計画を認定すること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 特定埠頭運営効率化推進事業
措置区分 法律
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

港湾法第54条第1項、第55条第1項
北海道開発のためにする港湾工事に関す
る法律第4条第2項
沖縄振興特別措置法第108条第6項、第8項

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

○港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）（抜粋）

第五十四条 　前条に規定する場合の外、第五十二条に

規定する港湾工事によつて生じた港湾施設（港湾の管

理運営に必要な土地を含む。）は、国土交通大臣（国

有財産法 （昭和二十三年法律第七十三号）第三条 の規

定による普通財産については財務大臣）において港湾

管理者に貸し付け、又は管理を委託しなければならな

い。

第五十五条 　港湾管理者が設立されたときは、その時

において国の所有又は管理に属する港湾施設で、一般

公衆の利用に供するため必要なもの（航行補助施設を

除く。）は、港湾管理者に譲渡し、貸し付け、又は管

理を委託しなければならない。

○北海道開発のためにする港湾工事に関する法律（昭

和二十六年法律第七十三号）（抜粋）

第四条

２ 　前条第一項に規定する港湾工事によつて生じた土

地又は工作物（前項の規定により譲渡するものを除

く。）のうち、公用のため国において必要なものを除

き、港湾施設となるべきもの及び港湾の管理運営に必

要なものは、これを港湾管理者に管理を委託しなけれ

ばならない。

○沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）

（抜粋）

第百八条

６ 　第一項に規定する港湾工事によって生じた土地又

は工作物（公用に供するため国が必要とするもの及び

前項の規定により譲渡するものを除く。）のうち、港

湾施設となるべきもの及び港湾の管理運営に必要なも

のは、港湾管理者に管理を委託しなければならない。

８ 　港湾管理者が設立された時において国の所有又は

管理に属する港湾施設（航行補助施設及び公用に供す

るため国が必要とするものを除く。）は、港湾管理者

に譲渡し、又は管理を委託しなければならない。
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特例措置の内容 １　地方公共団体が、その設定する構造改革
特別区域内の港湾（港湾法第二条第二項に規

定する重要港湾に限る。以下同じ。）におい

て、特定埠頭（同一の者により一体的に運営

される岸壁その他の係留施設及びこれに附帯

する荷さばき施設その他の国土交通省令で定

める係留施設以外の港湾施設をいう。以下同

じ。）の運営を行う事業で当該港湾の効率的

な運営に特に資するものとして国土交通省令

で定めるもの（以下「特定埠頭運営効率化推

進事業」という。）のうち、当該港湾の港湾

管理者（同法第二条第一項に規定する港湾管

理者をいう。以下同じ。）が当該港湾の港湾

計画（同法第三条の三第一項に規定する港湾

計画をいう。）に適合することその他の国土

交通省令で定める要件に該当するものと認め

た者（以下「事業者」という。）が実施する

ものを促進する必要があると認めて内閣総理

大臣の認定を申請し、その認定を受けたとき

は、当該認定の日以後は、当該港湾管理者

は、国有財産法第十八条第一項又は地方自治

法第二百三十八条の四第一項の規定にかかわ

らず、当該事業者が実施する特定埠頭運営効

率化推進事業の用に供するため、行政財産

（国有財産法第三条第二項又は地方自治法第

二百三十八条第三項に規定する行政財産をい

う。）である特定埠頭を当該事業者に貸し付

けることができる。

・省令に委任されている事項の全ての内
容を速やかに明らかにすること。

２　上記１の規定による貸付けについては、

民法第六百四条並びに借地借家法第三条及び

第四条の規定は、適用しない。

３　国有財産法第二十一条、第二十三条及び

第二十四条並びに地方自治法第二百三十八条

の二第二項及び第二百三十八条の五第三項か

ら第五項までの規定は、上記１の規定による

貸付けについて準用する。

４　上記１の規定により港湾管理者が行政財

産である特定埠頭を事業者に貸し付ける場合

における港湾法第四十六条第一項の「港湾管

理者は、その工事の費用を国が負担し又は補

助した港湾施設を譲渡し、担保に供し、又は

貸し付けようとするときは、国土交通大臣の

認可を受けなければならない。但し、国が負

担し、若しくは補助した金額に相当する金額

を国に返還した場合、又は貸付を受けた者

が、その物を一般公衆の利用に供し、且つ、

その貸付が三年の期間内である場合はこの限

りでない。」の規定の適用については、同項

中「、又は貸付を受けた者が、その物を一般

公衆の利用に供し、且つ、その貸付が三年の

期間内である場合」とあるのは、「、貸付け

を受けた者が、その物を一般公衆の利用に供

し、かつ、その貸付けが三年の期間内である

場合、又は構造改革特別区域法第四条第八項

の規定により認定（同法第六条第一項の規定

による変更の認定を含む。）を受けた場合」

とする。
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５　港湾管理者は、特定埠頭を貸し付ける者

が上記１の国土交通省令で定める要件に該当

するものと認めるに当たっては、国土交通省

令で定めるところにより、公告、縦覧その他

の当該貸付けが公正な手続に従って行われる

ことを確保するために必要な措置を講じなけ

ればならない。

６　上記５に定めるもののほか、特定埠頭の

貸付けに関し必要な事項は、国土交通省令で

定める。

実施主体 特定埠頭運営効率化推進事業を行う者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 重要港湾
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

構造改革特別区域法第１４条で定める所
定の手続に則り、港湾計画に適合するこ
と等の要件に該当すると港湾管理者が認
めた者が実施する特定埠頭運営効率化推
進事業が構造改革特別区域計画に記載さ
れていること。

「構造改革特別区域法第１４条で定める
所定の手続に則っていること」とされた
い。

特例措置に伴い
必要となる手続

特になし。
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１．プログラム別表１の該当部分

番号 1204
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

自動車荷役時やテスト走行時の仮ナン
バー（回送運行許可番号標）の表示の緩
和

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

特区内の各地方運輸局長が運行目的、距
離等を総合的に勘案して判断する特定区
間の回送運行に限るとともに、車両に傷
のつかない回送運行許可番号標を使用す
るという適切な代替措置が講じられ、当
該措置が厳格に担保されること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 自動車荷役時やテスト走行時の仮ナン
バー（回送運行許可番号標）の表示の緩
和事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

道路運送車両法施行規則第26条の3、第26
条の5、第26条の6

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

回送運行許可番号標及びこれに記載され
た番号の表示は、自動車の運行中回送運
行許可番号標に記載された番号が判読で
きるように、回送運行許可番号標を自動
車の前面及び後面の見やすい位置に確実
に取り付けることによって行う。

特例措置の内容 道路運送車両法第３６条の２に基づく回
送運行許可事業者に対し、特区内の特定
区間に限り、車両に傷のつかない回送運
行許可番号標の使用を認める。

・別途の番号標の使用を国土交通大臣が
「認める」ことと、特区計画の認定に係
る同意において国土交通大臣が判断する
こととの関係が分かるように記述するこ
と。

実施主体 道路運送車両法第３６条の２に基づく回
送運行許可事業者

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 国際自動車専用船が発着する港湾埠頭を
含む地域

同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

当該区域が、国際自動車専用船が発着す
る埠頭を含み、かつ、構造改革特別区域
法第４条第２項の構造改革特別区域計画
に定めた当該特例を適用する運行区間
が、主として自動車専用船から陸揚げさ
れた自動車の整備工場等への回送又は自
動車専用船に積み込む自動車の回送の用
等に供されていると地方運輸局長が認め
る要件を満たしていること。

・貴省の回答では、左の要件が同意にあ
たって判断されるべき理由が述べられて
いない。特区計画で運行区間を特定し、
当該区間が自動車の陸揚げ港から自動車
整備工場までになっていることが確保さ
れれば足りるのであって、これについて
は地方公共団体の判断に委ねることが可
能なのではないか。

特例措置に伴い
必要となる手続
き

当該特例措置を希望する回送運行許可事
業者は、従来どおり地方運輸局長から道
路運送車両法第３６条の２に基づく回送
運行の許可を受けた後、運行目的等を明
らかにし、車両に傷のつかない回送運行
許可番号標を使用する。

特例に応じて追加される手続きでなけれ
ば記述する必要はない。
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１．プログラム別表１の該当部分

番号 1205
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

重量物輸送の車両総重量規制の緩和

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

　車両、貨物の特殊性が認められ、か
つ、特定のルートを走行すること、道路
構造に悪影響を与えないこと、費用負担
を含む道路の適切な管理が行われること
等について適切な措置が講じられ、当該
措置が厳格に担保されること。
　なお、個別の許可に当たっては、各道
路管理者及び各地方運輸局長が車両、貨
物の特殊性、代替措置の確実性等につい
て総合的に勘案して判断。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 　重量物輸送支援事業 (その他の内容の整理をまって調整)
措置区分 　通知
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

　特殊車両通行許可限度算定要領につい
て　（昭和５３年12月１日付け道路交通
管理課長通達）等

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

　許可車両の許可限度重量は、「特殊車
両通行許可限度算定要領」に定める方法
により算定する。

特例措置の内容 　実施主体が道路法（昭和２７年法律第
１８０号）第４７条の２の規定に基づく
特殊車両通行許可申請を行った際に、
橋・高架の道路その他これらに類する構
造の道路を含まない経路を通行し、軸重
が車両制限令（昭和３６年政令第２６５
号）第３条第１項に規定する値を超えな
い車両で、かつ、必要に応じて特区計画
を作成する地方公共団体又は実施主体が
舗装の維持、修繕その他の管理に要する
費用の一部を負担すること、車両の運行
状況を道路管理者に報告すること等の道
路を適切に管理するための措置が、特区
計画を作成する地方公共団体又は実施主
体の責任において確実に実施されると認
められる場合は、各道路管理者が行う特
殊車両通行許可の審査に当たって、総重
量の審査を行わない。

①「必要に応じて～一部を負担する」と
は、どのような場合に、どの程度負担す
ることとなるのかを具体的に記述するこ
と
②「確実に実施されると認められる」と
は、どのように判断されるのか、具体的
に記述すること

実施主体 　運送事業者等 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 　特になし
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

　特になし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

　特になし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分

番号 1205
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

重量物輸送の総重量規制の緩和

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

　車両、貨物の特殊性が認められ、か
つ、特定のルートを走行すること、道路
構造に悪影響を与えないこと、費用負担
を含む道路の適切な管理が行われること
等について適切な措置が講じられ、当該
措置が厳格に担保されること。
　なお、個別の許可に当たっては、各道
路管理者及び各地方運輸局長が車両、貨
物の特殊性、代替措置の確実性等につい
て総合的に勘案して判断。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 　重量物輸送支援事業 (その他の内容の整理をまって調整)
措置区分 　通知
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

　基準緩和自動車の認定要領について
（平成９年９月１９日付け自動車交通局
長通達）

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

第３　基準緩和の認定を申請することが
できる自動車
　基準緩和の認定の申請は、次の各号の
いずれかに該当する自動車について、使
用者を特定して行うことができる。
(1)　 長大又は超重量で分割不可能な単体
物品（以下、単に「物品」という。）を
輸送することができる構造を有する自動
車（けん引自動車を除く。）

特例措置の内容 　従前、長大又は超重量で分割不可能な
単体物品を輸送する場合に車両総重量に
かかる保安基準の規定の緩和を受けるこ
とができたが、構造改革特別区域内にお
いてはこれに限らず、重量物輸送支援事
業により特殊車両通行許可を受けること
が確実であることを道路管理者により確
認された車両は、車両総重量にかかる保
安基準の規定の緩和を受けることができ
ることとする。

・「重量物輸送支援事業により特殊車両
通行許可を受けることが確実であること
を道路管理者により確認された車両」と
あるが、特殊車両通行許可の特例と連動
することを意味するのか。この際、「確
実であることを道路管理者により確認」
とあるのは、特殊車両通行許可が下りる
前に、道路管理者による事前確認がなさ
れ、なんらかの書面が示されることを意
味するのか。そうであれば、その旨を明
示されたい。

実施主体 　重量物を輸送するための被けん引車の
使用者

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

特になし

特例措置に伴い
必要となる手続
き

特になし



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分

番号 1206
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

ＮＰＯによるボランティア輸送におい
て、有償運送を可能化

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

全国で本格実施するための3ヶ月程度の先
行実施であること。
旅客輸送の安全確保及び利用者の利益利
便の保護を十分図ることを基本とし、特
区の性格、当該地域の特性等を勘案しつ
つ、タクシー等を補完する形でＮＰＯが
福祉目的に限定した輸送を行うものであ
ること、地方公共団体が一定以上責任を
有する体制になっていること等一定の条
件を満たすこと。また、当該地方公共団
体を含む運営協議の場を設けて先行実施
の管理を行い、先行実施の結果判明した
問題点等については速やかに関係者に報
告させる体制を整えることとする等利用
者の視点にも十分配慮すること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 ＮＰＯによるボランティア輸送について
の有償運送可能化事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 通知
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

道路運送法第４条及び第８０条第１項

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

一般旅客自動車運送事業を経営しようと
する者は国土交通大臣の許可を受けなけ
ればならない。
自家用自動車は、有償で運送の用に供し
てはならない。ただし、災害のため緊急
を要するとき、又は公共の福祉を確保す
るためやむを得ない場合であって国土交
通大臣の許可を受けたときは、この限り
でない。



【再検討要請】

特例措置の内容 以下の要件を満たす場合に、全国実施に
３ヶ月程度先行して、高齢者、身体障害
者等移動制約者に係るＮＰＯによる有償
運送を可能とする。
・旅客輸送の安全確保及び利用者の利益
利便の保護を十分図ることを基本とし、
特区の性格、当該地域の特性等を勘案し
つつ、タクシー等を補完する形でＮＰＯ
が福祉目的に限定した輸送を行うもので
あること、地方公共団体が一定以上責任
を有する体制になっていること等一定の
条件を満たすこと。また、当該地方公共
団体を含む運営協議の場を設けて先行実
施の管理を行い、先行実施の結果判明し
た問題点等については速やかに関係者に
報告させる体制を整えることとする等利
用者の視点にも十分配慮すること。
※それぞれの具体的な要件については、
「スペシャル･トランスポート・サービス
（STS)実証実験」の結果を踏まえて定め
ることとしており、現在鋭意検討中であ
る。

・具体的な要件について明らかにするよ
う引き続き検討されたい。

実施主体 ＮＰＯ (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 高齢者、障害者等の輸送について、当該

輸送の需要及び供給を勘案し、タクシー
等を補完する形での輸送が必要であると
認められる地域

同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

上記特例措置の内容に記述されている要
件を満たすこと。

・具体的な要件を明らかにした上で、同
意の要件とする必要性を示されたい。ま
た、何らかの要件として課す必要性が認
められた場合においても、地方公共団体
の判断に委ねられないかを検討された
い。

特例措置に伴い
必要となる手続
き

上記特例措置の内容に記述されている要
件を満たすこと。

特例に応じて追加される手続きでなけれ
ば記述する必要はない。



【再検討要請】

１．プログラム別表１の該当部分

番号 1207
構造改革特区に
おいて実施可能
な特例措置

交通機関空白の過疎地において、生活交
通確保のための有償運送を可能化

特例措置を講じ
るに当たっての
条件

全国で本格実施するための3ヶ月程度の先
行実施であること。
先行実施に際しては、旅客輸送の安全確
保及び利用者の利益利便の保護を十分図
ることを基本とし、特区の性格、当該地
域の特性等を勘案しつつ、客観的にみて
公共交通機関の利用が困難である地域で
あること、地方公共団体が一定以上責任
を有する体制になっていること等一定の
条件を満たすこと。また、当該地方公共
団体を含む運営協議の場を設けて先行実
施の管理を行い、先行実施の結果判明し
た問題点等については速やかに関係者に
報告させる体制を整えることとする等利
用者の視点にも十分配慮すること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項

特定事業の名称 交通機関空白の過疎地における有償運送
可能化事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 通知
特例を講ずべき
法令等の名称及
び条項

道路運送法第４条及び第８０条第１項

特例を講ずべき
法令等の現行規
定

一般旅客自動車運送事業を経営しようと
する者は国土交通大臣の許可を受けなけ
ればならない。
自家用自動車は、有償で運送の用に供し
てはならない。ただし、災害のため緊急
を要するとき、又は公共の福祉を確保す
るためやむを得ない場合であって国土交
通大臣の許可を受けたときは、この限り
でない。



【再検討要請】

特例措置の内容 以下の要件を満たす場合に、全国実施に
３ヶ月程度先行して、交通機関空白の地
方公共団体における住民輸送について、
地方公共団体等による有償運送を可能と
する。
・旅客輸送の安全確保及び利用者の利益
利便の保護を十分図ることを基本とし、
特区の性格、当該地域の特性等を勘案し
つつ、客観的にみて公共交通機関の利用
が困難である地域であること、地方公共
団体が一定以上責任を有する体制になっ
ていること等一定の条件を満たすこと。
また、当該地方公共団体を含む運営協議
の場を設けて先行実施の管理を行い、先
行実施の結果判明した問題点等について
は速やかに関係者に報告させる体制を整
えることとする等利用者の視点にも十分
配慮すること。
※それぞれの具体的な要件については、
「交通機関空白の過疎地における住民輸
送実証実験」の結果を踏まえて定めるこ
ととしており、現在鋭意検討中である。

・具体的な要件について明らかにするよ
う引き続き検討されたい。

実施主体 地方公共団体等 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 客観的にみて公共交通機関の利用が困難

である地域
同意の要件（特
例措置に伴う弊
害を防止するた
めの措置）

上記特例措置の内容に記述されている要
件を満たすこと。

・具体的な要件を明らかにした上で、同
意の要件とする必要性を示されたい。ま
た、何らかの要件として課す必要性が認
められた場合においても、地方公共団体
の判断に委ねられないかを検討された
い。

特例措置に伴い
必要となる手続
き

上記特例措置の内容に記述されている要
件を満たすこと。

特例に応じて追加される手続きでなけれ
ば記述する必要はない。


